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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
回次
 

第183期
第２四半期
連結累計期間

第184期
第２四半期
連結累計期間

第183期

会計期間
 

自　平成24年
12月１日

至　平成25年
５月31日

自　平成25年
12月１日

至　平成26年
５月31日

自　平成24年
12月１日

至　平成25年
11月30日

売上高 （百万円） 48,180 50,491 97,677

経常利益 （百万円） 2,684 3,160 6,023

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,639 2,009 3,346

四半期包括利益又は包括利

益
（百万円） 6,647　 1,151　 8,922

純資産額 （百万円） 75,868 77,827 77,485

総資産額 （百万円） 131,474 133,238 132,931

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 21.63 26.53 44.16

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 57.1 57.7 57.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,415 4,793 6,180

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △5,807 △2,294 △10,104

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,862 △1,014 2,158

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 16,191 13,570 11,986

　

 
回次
 

第183期
第２四半期
連結会計期間

第184期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
 

自　平成25年
３月１日

至　平成25年
５月31日

自　平成26年
３月１日

至　平成26年
５月31日

１株当たり四半期純利益金

額
（円） 14.13 18.44

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高は、消費税等抜きで表示しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における経済環境は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動による弱さもみら

れますが、各種の経済・金融政策の効果、とりわけ１米ドル＝100円超の水準で安定的に推移している為替レート

が、構造的に下振れのリスクをはらむ輸出の持ち直しを支えております。

　当社グループは、「ニッケグループ中長期ビジョン（NN120ビジョン）」の実現に向けた「NN120第２次中期経営

計画（2013～2015年）」のもと、グループ総合力の強化を加速させ、ステイクホルダーの「声を明日につなげる」

べく、一丸となって取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高50,491百万円（前年同期比4.8％増）、営業利益

2,944百万円（前年同期比21.0％増）経常利益3,160百万円（前年同期比17.7％増）、四半期純利益2,009百万円

（前年同期比22.6％増）となりました。

セグメントの概況は以下のとおりです。

①衣料繊維事業　

　衣料繊維事業は、ウール（天然繊維）を主素材とした衣料用の素材・商品の開発・製造・卸売りを行っておりま

す。

売糸は、商社やアパレルの縫製が中国からアセアン地域へと移行して、リードタイムが長くなることに対応し

た糸の引取りの早期化が期間中の販売量を押し上げて、増収となりました。

学校制服素材、官公庁向け制服素材は、ともに、ほぼ前期並みとなりました。

一般企業向け制服素材は、交通・金融関係の更改・更新需要の増加によって、増収となりました。

　一般衣料向け素材は、前期に消費増税を睨んだ前倒し出荷がありましたが、百貨店アパレル向け春夏物受注が増

えたことにより、ほぼ前期並みとなりました。

海外向け事業は、欧米の景況が回復するなどの好影響から新規顧客を獲得しましたが、既存顧客向けが伸び悩

み、ほぼ前期並みとなりました。

　この結果、衣料繊維事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は20,806百万円（前年同期比2.6％増）となりま

した。

　

②産業機材事業　

　産業機材事業はウールから化合繊、糸から紐・フェルト・不織布など産業用資材・生活用資材の開発・製造・卸

売り、産業用機器の設計・製造・販売および環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンスを行っており

ます。

産業用資材は、海外への自動車向け資材や、ＰＭ２.５の影響で需要の多い空調用フィルターの好調が牽引し

て、大幅な増収となりました。

　生活用資材は、海外からの引合いが好調な釣具は健闘しましたが、政情が不安定な東南アジア地域でのラケット

スポーツ用品の落込みが大きく、減収となりました。

　産業向け機械・計測器は、車載電装品製造ラインのファクトリーオートメーション装置の好調、新規事業である

ソーラー発電設備の設計・施工工事の受注増がともに続いたことで、大幅な増収となりました。

　この結果、産業機材事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は9,733百万円（前年同期比12.1％増）となりま

した。

　

③人とみらい開発事業　

　人とみらい開発事業は、「街づくり」を主眼とした地域共生型のサービス提供および不動産開発を行っておりま

す。

　商業施設運営事業は、「ニッケコルトンプラザ」（千葉県市川市）では、増税前駆け込み需要の反動が軽微で

あったことに加えてショッピングセンター運営業務の新規受託もあり、全体としては微増収となりました。「ニッ

ケパークタウン」（兵庫県加古川市）では、駆け込み需要の反動の影響を受けはしましたが、３０周年祭イベント

等の催しが売上に寄与し、微増収となりました。
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不動産事業は、愛知県稲沢地区の新規土地賃貸を開始したことや、前期から事業化に取組んできたソーラー売

電事業において、発電拠点数が１１拠点にまで増設できたことから、大幅な増収となりました。一方で建設事業

は、前期ほど大型工事がなかったことから、大幅な減収となりました。

スポーツ事業は、ゴルフ練習場・コースにおいてゴルフ人口の減少、加古川スポーツパーク閉鎖、大雪等の異

常気象も重なり入場者が激減したことにより、大幅な減収となりました。一方テニススクールでは、テニス用品の

販売拡大により、増収となりました。

介護事業は、既存のデイサービスに加え、介護付き有料老人ホーム「ニッケあすも一宮」(愛知県一宮市)、短

期入所生活介護施設「ショートステイニッケかかみ野」(岐阜県各務原市)がそれぞれ順調に利用者数を伸ばすとと

もに、前期開業の小規模多機能型居宅介護施設「ニッケふれあいセンター小牧」(愛知県小牧市)や認知症デイサー

ビス「ニッケれんげの家 加古川」(兵庫県加古川市)が売上げに寄与して、大幅な増収となりました。

　この結果、人とみらい開発事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は7,040百万円（前年同期比9.0％減）とな

りました。

　

④コンシューマー事業　

　コンシューマー事業は、ブランディングとマーケティングのノウハウを強化した消費財の流通・小売および拠点

開発による地域ニーズに対応した商品・サービスの提供を行っております。

寝装事業は、災害用備蓄毛布の販売が堅調に推移するも、若干の減収となりました。

手編毛糸事業は、催事販売が伸びず、減収となりました。

　貿易代行事業は、コンテナの輸入設置事業は好調でしたが、輸入代行業務が減少して、大幅な減収となりまし

た。

100円ショップ向け卸売事業は、新商品開発と、新規取引先の開拓により、増収となりました。

携帯電話販売事業は、スマートフォン市場の拡大、キャリア間の競争による市場活性化、前期に行った店舗の

移転増床に伴う販売台数の増加が売上げに寄与して、大幅な増収となりました。

アイスクリーム事業とビデオレンタル事業は、前期の新規出店により、増収となりました。

なお今期より、前期に加わった個人向け保険代理店を営む株式会社ニットーファミリーおよびスタンプインク

などの製造・販売を営む株式会社ツキネコの売上げが、通期で寄与をいたします。

　この結果、コンシューマー事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は12,911百万円（前年同期比12.4％増）と

なりました。

　　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

1,583百万円増加し、13,570百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の営業活動による資金収入は、前第２四半期連結累計期間に比べ、たな卸資産の増加

額の減少等により、1,377百万円増加し、4,793百万円となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の投資活動による資金支出は、前第２四半期連結累計期間に比べ、固定資産の取得に

よる支出の減少や、投資有価証券の取得による支出の減少等により、3,512百万円減少し、2,294百万円となりまし

た。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の財務活動による資金収支は、前第２四半期連結累計期間が4,862百万円の収入で

あったのに対し、長期・短期借入による収入の減少等により、1,014百万円の支出となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は「株式会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであります。

　

（株式会社の支配に関する基本方針)

 １．基本方針の内容の概要

　当社は、最終的に会社の財務および事業の方針の決定を支配するのは、株主であると考えています。そして株

主は、資本市場での株式の自由な取引を通じて決まるものと考えています。したがって、会社の経営支配権の移

転を伴う株式の買付提案に応じるか否かの最終的な判断は、株主に委ねられるべきものと考えています。

　しかし、株式の大量取得行為や買付提案の中には、その目的等から当社の企業価値および株主共同の利益を著

しく損なう等、当社に回復し難い損害をもたらすと判断される場合があることが想定されます。

 当社は、このような行為を行う者は当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

えています。したがって、そのような行為に対しては、当社取締役会が原則として何らかの対抗措置を講じるこ

とを基本方針としています。

２．基本方針の実現に資する取組みの概要

　当社は「ニッケグループ中長期ビジョン（ＮＮ120ビジョン）」の実現に向けて、各事業領域において重要課題

を明確化し、企業価値および株主共同の利益の向上に取り組んでおります。

 株主還元策につきましては、株主の利益を重要な課題の一つと考え経営に取り組み、配当を30年以上にわたり

無配・減配することなく実施してまいりました。

　コーポレートガバナンスへの取組みにつきましては、常に株主利益の立場に立ち「経営監視の仕組み」と「最

適な経営者を選定する仕組み」を構築することを企業統治の主眼としており、社外取締役の招聘や「アドバイザ

リーボード」の設置をはじめとした諸施策を不断に実施し、企業の透明性と経営の効率性を高めるとともに社会

全体から高い信頼を得るべく、更なる強化充実に努めております。

　社会的責任につきましては、企業が持続的に成長し発展していくためには「誠実な経営」であることとコンプ

ライアンスレベルを超えて「倫理的に行動すること」が不可欠であるとの認識のもと、全社員が法と社会規範を

常に遵守し企業市民としての責任を果たすとともに、高い企業倫理を維持していくことが企業使命であると考え

ております。

　また、「地球環境の保全」を企業経営における重要課題の一つと位置づけ、「地球環境委員会」を設置し、Ｃ

Ｏ2削減を目指すべく「省エネルギー・温暖化防止」「省資源・リサイクル促進」「環境汚染防止」をテーマとし

た環境保全にも取り組んでおります。

３．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

   ための取組みの概要

　当社は、平成24年２月24日開催の第181回定時株主総会にて株主の皆様から承認を受け「当社株式の大規模買付

行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を継続導入いたしました。本プラン

は、大規模買付行為に対して一律に対抗措置を発動する趣旨のものではなく、株主の皆様に対して、株主共同の

利益および企業価値の確保・向上の観点から大規模買付行為を受け入れるかどうかの検討に必要となる大規模買

付者からの情報および当社取締役会の評価・意見を提供し、さらには株主の皆様に熟慮に必要な時間を確保する

ものであり、これによって株主の皆様が適切な判断を行うことができるようにすることを目的としています。

(1)本プランが対象とする大規模買付行為

 当社が発行する株券等について保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付行為

(2)本プランの概要

　①大規模買付ルールの概要

　(ⅰ) 大規模買付者に対する情報提供の要請

  　　買付行為に先立って、当社取締役会は大規模買付者に対し、株主の皆様の判断および当社取締役会の評価

　　　 検討のために必要かつ十分な情報（大規模買付情報）の提供を要請します。

 (ⅱ) 取締役会による評価検討

　　　 当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が完了した後、90日を上限として設定した

　　　 取締役会評価期間において、提供された大規模買付情報を十分に評価検討し、意見等を取りまとめたうえ

      で株主の皆様に公表します。なお、大規模買付行為は、当該評価期間の経過後にのみ開始されるべきもの

      とします。
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　②大規模買付行為がなされた場合の対応

 (ⅰ) 大規模買付ルールが遵守されない場合

      大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、その責任において企業価値

      および株主共同の利益の維持・向上を目的として、新株予約権の無償割当てその他法令および当社定款が

      取締役会の権限として認める措置（以下「対抗措置」といいます。）の発動を決議します。

 (ⅱ) 大規模買付ルールが遵守された場合

　　  当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として対抗措置の発動を

      行いません。ただし、当該大規模買付が本プランに定める類型に該当し、当社の企業価値および株主共同

      の利益を著しく損なう等、当社に回復しがたい損害をもたらすものと認められる場合には、当社取締役会

      は対抗措置を発動する決議をすることがあります。この場合、当社取締役会は、決議に先立ってその判断

      の合理性および公正性を担保するために、特別委員会に対して対抗措置を講じることの是非を諮問しま

      す。特別委員会は当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するものであるか

      否かについて十分に評価検討し、当社取締役会に対して対抗措置の発動・不発動の勧告を行います。

      また、特別委員会が、株主の意思を確認すべき旨を勧告した場合、当社取締役会は、原則として株主意思

      確認総会における株主投票または書面投票のいずれかを選択して実施します。

      この結果を受け、当社取締役会は、善管注意義務に従いその責任により特別委員会からの勧告、株主意思

      確認総会または書面投票の結果を最大限尊重し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点

      からすみやかに対抗措置を発動するか否かを決議します。

４．前記取組みが基本方針に従い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的

   とするものではないことおよびその理由

(1)当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること　

  本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、必要な情報や期間を確保し、あるいは当社取

締役会が代替案を提示したり買付者と交渉すること等を可能にすることにより、当社の企業価値・株主共同の利

益を確保し向上させるという目的をもって導入しております。したがいまして、本プランの目的に反して、株主

の利益を向上させる買収を阻害する等、経営陣の保身を図ることを目的として本プランが利用されることはあり

ません。

(2)恣意的な対抗措置発動の防止

 当社は、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議および勧告を客観的に行うため、当社の業務執

行を行う経営陣から独立している当社の社外取締役、社外監査役を中心に構成された「特別委員会」を設置して

おります。また、本プランは客観的かつ合理的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてい

るため、当社取締役会による恣意的な発動を防止し、透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

(3)株主意思の反映

 本プランは、株主総会において株主の皆様による決議に基づき導入したものであります。なお、本プランには

有効期間を３年間とするサンセット条項を付しておりますが、その期間内に本プランを廃止する旨の株主総会決

議、取締役会決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなります。また、当社取締役の

任期は１年ですので、取締役の選任を通じて株主の意思を反映することが可能となっております。このように、

本プランはデッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではなく、本プランの導入および廃止には株

主の意思が十分反映される仕組みとなっております。

　

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は355百万円であります。なお、当第２四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,796,000

計 192,796,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年５月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年７月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 88,478,858 88,478,858
東京

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

単元株式数　1,000株

計 88,478,858 88,478,858 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年３月１日～

平成26年５月31日
－ 88,478,858 － 6,465 － 5,064
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（６）【大株主の状況】

 平成26年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ステート ストリート バンク アンド

トラストカンパニー　

(常任代理人 香港上海銀行東京支店)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

(東京都中央区日本橋３丁目11－１)

6,616 7.47

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 3,728 4.21

株式会社みずほ銀行

(常任代理人

 資産管理サービス信託銀行株式会社)　

東京都千代田区大手町１丁目５－５

(東京都中央区晴海１丁目８－12)
3,728 4.21

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 3,728 4.21

日清紡ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋人形町２丁目31－11 2,763 3.12

帝人株式会社 大阪市中央区南本町１丁目６－７ 2,105 2.37

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４丁目１－13 2,000 2.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,899 2.14

ニッケ従業員持株会　 大阪市中央区瓦町３丁目３－10 1,658 1.87

みずほ信託銀行株式会社

(常任代理人

 資産管理サービス信託銀行株式会社)　

東京都中央区八重洲１丁目２－１

(東京都中央区晴海１丁目８－12)
1,384 1.56

計 ― 29,611 33.46

　（注）１．　当社は自己株式12,719千株(14.37％)を保有しております。

２．　次の法人から、平成21年12月18日付で大量保有報告書の写しの送付があり、平成21年12月15日現在で以下

の株式を所有している旨報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所

有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ファースト・イーグル・インベストメン

ト・マネジメント・エルエルシー

1345 AVENUE OF THE AMERICAS,

NEW YORK,NY 10105-4300 U.S.A.
7,470 8.44
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成26年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    12,719,000
　　    　

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式　　
 　　  　 74,669,000

74,669 同上

単元未満株式
普通株式　

 　　　    1,090,858
― ―

発行済株式総数 88,478,858 ― ―

総株主の議決権 ― 74,669 ―

 

②【自己株式等】

 平成26年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

日本毛織㈱
神戸市中央区
明石町47番地

12,719,000 ― 12,719,000 14.37

計 ― 12,719,000 ― 12,719,000 14.37
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　なお、当四半期会計期間末日後の役職の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動

　新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

　取締役

　取締役会議長

　取締役

　取締役会議長

　専務執行役員

　経営戦略センター長　

瀬野　三郎 平成26年６月27日

　取締役

　常務執行役員

　経営戦略センター長　

　取締役

　常務執行役員

　人とみらい開発事業本部長

　兼　コンシューマー事業本部長

　兼　通信・新規サービス部長

　兼　管理部長　

富田　一弥 平成26年６月27日

　

(執行役員の状況)

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における執行役員の異動はありません。

　なお、当四半期会計期間末日後の役職の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動　

　新職名 旧職名 氏名 異動年月日

　執行役員

　人とみらい開発事業本部長

　兼　開発事業部長

　兼　本店長　

　執行役員

　人とみらい開発事業本部

　開発事業部長

　兼　本店長　

宇野　友則 平成26年６月27日

　執行役員

　コンシューマー事業本部長

　兼　生活流通事業部長

　兼　通信・新規サービス部長

　兼　管理部長　

　執行役員

　コンシューマー事業本部

　生活流通事業部長　

萩原　修 平成26年６月27日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年３月１日から平

成26年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年12月１日から平成26年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている大阪監査法人は、平成26年７月１日に名称を変更し、ひびき監査法人

となりました。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,936 13,586

受取手形及び売掛金 22,818 23,176

商品及び製品 15,217 15,586

仕掛品 7,172 6,501

原材料及び貯蔵品 2,648 3,601

繰延税金資産 1,226 1,564

その他 5,050 2,020

貸倒引当金 △81 △68

流動資産合計 65,988 65,968

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 23,304 24,796

機械装置及び運搬具（純額） 5,847 7,259

土地 7,515 7,656

建設仮勘定 2,431 798

その他（純額） 599 629

有形固定資産合計 39,697 41,140

無形固定資産

のれん 244 216

その他 377 748

無形固定資産合計 622 965

投資その他の資産

投資有価証券 21,296 20,786

長期貸付金 211 20

破産更生債権等 112 91

長期前払費用 312 317

前払年金費用 2,293 2,127

繰延税金資産 363 384

その他 2,159 1,544

貸倒引当金 △127 △107

投資その他の資産合計 26,622 25,163

固定資産合計 66,942 67,269

資産合計 132,931 133,238
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年11月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年５月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,498 10,954

短期借入金 12,872 13,096

1年内償還予定の社債 50 －

未払法人税等 630 952

繰延税金負債 － 2

引当金 485 654

その他 6,380 6,450

流動負債合計 31,917 32,110

固定負債

長期借入金 7,756 7,705

繰延税金負債 4,775 4,737

退職給付引当金 3,025 3,018

役員退職慰労引当金 100 101

長期預り敷金保証金 7,362 7,211

資産除去債務 337 338

その他 169 187

固定負債合計 23,527 23,299

負債合計 55,445 55,410

純資産の部

株主資本

資本金 6,465 6,465

資本剰余金 4,543 4,543

利益剰余金 67,402 68,625

自己株式 △7,613 △7,625

株主資本合計 70,798 72,009

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,176 4,396

繰延ヘッジ損益 64 41

為替換算調整勘定 550 483

その他の包括利益累計額合計 5,791 4,921

少数株主持分 895 896

純資産合計 77,485 77,827

負債純資産合計 132,931 133,238
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年５月31日)

売上高 48,180 50,491

売上原価 37,470 38,920

売上総利益 10,710 11,571

販売費及び一般管理費
※1 8,276 ※1 8,626

営業利益 2,434 2,944

営業外収益

受取利息 65 35

受取配当金 183 187

為替差益 285 －

持分法による投資利益 － 189

その他 147 123

営業外収益合計 681 535

営業外費用

支払利息 90 104

その他 341 214

営業外費用合計 431 319

経常利益 2,684 3,160

特別利益

受取補償金 － 43

特別利益合計 － 43

特別損失

事業構造改善費用 － 192

特別損失合計 － 192

税金等調整前四半期純利益 2,684 3,011

法人税、住民税及び事業税 1,422 921

法人税等調整額 △406 57

法人税等合計 1,016 978

少数株主損益調整前四半期純利益 1,668 2,032

少数株主利益 29 23

四半期純利益 1,639 2,009
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,668 2,032

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,263 △781

繰延ヘッジ損益 14 △23

為替換算調整勘定 615 △76

持分法適用会社に対する持分相当額 85 －

その他の包括利益合計 4,979 △881

四半期包括利益 6,647 1,151

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,575 1,135

少数株主に係る四半期包括利益 72 15
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,684 3,011

減価償却費 1,600 1,784

のれん償却額 73 47

受取補償金 － △43

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 △31

退職給付引当金の増減額（△は減少） △41 △25

前払年金費用の増減額（△は増加） 181 165

受取利息及び受取配当金 △248 △222

支払利息 90 104

持分法による投資損益（△は益） 45 △189

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △13

有形固定資産売却損益（△は益） 1 －

固定資産除却損 22 32

売上債権の増減額（△は増加） 872 △365

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,081 △550

仕入債務の増減額（△は減少） 154 △619

その他 △776 1,665

小計 3,552 4,749

利息及び配当金の受取額 442 223

補償金の受取額 199 382

利息の支払額 △90 △104

法人税等の支払額 △988 △593

法人税等の還付額 299 135

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,415 4,793

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △702 △3

定期預金の払戻による収入 106 6

固定資産の取得による支出 △3,188 △2,452

固定資産の売却による収入 58 508

投資有価証券の取得による支出 △2,235 △7

投資有価証券の売却及び償還による収入 201 13

関係会社株式の取得による支出 － △520

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の取得に
よる収入

3 －

貸付けによる支出 △628 △41

貸付金の回収による収入 542 233

その他 35 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,807 △2,294
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年５月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,215 2

長期借入れによる収入 2,300 470

長期借入金の返済による支出 △538 △474

社債の償還による支出 △112 △50

自己株式の売却による収入 － 0

自己株式の取得による支出 △12 △7

配当金の支払額 △757 △758

長期預り敷金及び保証金の受入による収入 205 135

長期預り敷金及び保証金の返還による支出 △404 △299

その他 △33 △33

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,862 △1,014

現金及び現金同等物に係る換算差額 93 △24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,563 1,459

現金及び現金同等物の期首残高 13,525 11,986

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 102 124

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 16,191 ※1 13,570
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

　　第１四半期連結会計期間より、重要性が増したため、ニッケ・タイランド社、ニッケ機械タイランド社、

　南海ニッケ・トレンガヌ社および南海ニッケ・マレーシア社を連結の範囲に含めております。

　　また、㈱ニッケ・アミューズメントはニッケアウデオSAD㈱に吸収合併されたため、日毛（上海）貿易有限公司

　は清算が結了したため、第１四半期連結会計期間より、それぞれ連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　　南海ニッケ・トレンガヌ社および南海ニッケ・マレーシア社は、重要性が増し、連結の範囲に含めたため、

　第１四半期連結会計期間より、持分法適用の範囲から除外しております。　

 

（会計方針の変更）

　　該当事項はありません。 

　 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　　該当事項はありません。 

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年12月１日
至 平成25年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年12月１日
至 平成26年５月31日）

給料 2,749百万円 2,824百万円

従業員賞与 571 583

退職給付費用 332 329

運賃・保管料 510 536

減価償却費 211 224

広告宣伝費 380 403

販売見本費 172 138

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年12月１日
至 平成25年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年12月１日
至 平成26年５月31日）

現金及び預金勘定 16,779百万円 13,586百万円

信託受益権（その他流動資産） 128 －

計 16,908 13,586

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △716 △16

現金及び現金同等物 16,191 13,570
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成24年12月１日　至　平成25年５月31日）

(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年２月26日

定時株主総会
普通株式 757 10

平成24年

11月30日

平成25年

２月27日
利益剰余金

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年７月10日

取締役会
普通株式 606 8

平成25年

５月31日

平成25年

８月16日
利益剰余金

　　

当第２四半期連結累計期間（自　平成25年12月１日　至　平成26年５月31日）

(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月26日

定時株主総会
普通株式 757 10

平成25年

11月30日

平成26年

２月27日
利益剰余金

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月10日

取締役会
普通株式 606 8

平成26年

 ５月31日

平成26年

８月18日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日　至 平成25年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万

円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
 

報告セグメント 　
調整額
（注１）　
　

四半期連
結　

損益計算書
計上額
（注２）　

衣料繊維
 事業 　

産業機材
事業

人とみらい
開発事業　

コンシュー
マー事業

 
合　計
 

売上高        

(1)外部顧客への売上高 20,276　 8,682　 7,733　 11,488　 48,180　 － 48,180　

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
106　 21　 400　 234　 763　 △763　 －

計 20,383　 8,704　 8,133　 11,723　 48,944　 △763　 48,180　

セグメント利益 671　 62　 1,988　 430　 3,152　 △717　 2,434　

（注）１．セグメント利益の調整額△717百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△718百万円が含

       まれております。全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費等であります。　

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結累計期間（自 平成25年12月１日　至 平成26年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万

円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
 

報告セグメント 　
調整額
（注１）　
　

四半期連
結　

損益計算書
計上額
（注２）　

衣料繊維
 事業 　

産業機材
事業

人とみらい
開発事業　

コンシュー
マー事業

 
合　計
 

売上高        

(1)外部顧客への売上高 20,806　 9,733　 7,040　 12,911　 50,491　 － 50,491　

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
191　 75　 895　 247　 1,409　 △1,409　 －

計 20,997　 9,808　 7,936　 13,159　 51,901　 △1,409　 50,491　

セグメント利益 632　 299　 2,270　 507　 3,710　 △765　 2,944　

（注）１．セグメント利益の調整額△765百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△758百万円が含

       まれております。全社費用は、主にセグメントに帰属しない一般管理費等であります。　

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

　

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成24年12月１日
至　平成25年５月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年12月１日
至　平成26年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21円63銭 26円53銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,639 2,009

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,639 2,009

普通株式の期中平均株式数（千株） 75,788 75,763

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

　

２【その他】

１．中間配当金の支払　

　平成26年７月10日開催の取締役会において、平成26年５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次の通り中間配当金の支払を決議しました。

中間配当金総額 606百万円

１株当たり中間配当金 8円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年８月18日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年７月９日

日本毛織株式会社

取締役会　御中

ひびき監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　本　富　雄　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 安　岐　浩　一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本毛織株式会

社の平成25年12月１日から平成26年11月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年３月１日から平成

26年５月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年12月１日から平成26年５月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本毛織株式会社及び連結子会社の平成26年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上

　

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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